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原子力規制委員会  
 

 
 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第３７条第３項の規定

に基づく保安規定の変更命令に係る弁明の機会の付与について 
 

 原子力規制委員会（以下「当委員会」という。）は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第３

７条第３項の規定に基づき、保安規定の変更命令を下記のとおり行う予定です。 

 ついては、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項第２号の規定により、貴

機構に対し弁明の機会を付与しますので、弁明がある場合には、平成２５年５月２３日まで

に文書により提出してください。 

 

記 

 
１ 予定している不利益処分の内容及び不利益処分の根拠となる法令の条項 
  原子炉等規制法第３７条第３項の規定に基づき、（１）に掲げる原子炉施設について、

安全文化の劣化等に対し、組織的要因の問題等の根本原因分析をやり直し、再発防止

対策の見直しを行うとともに、組織内における役割分担、責任と権限を確認した上で

（２）を踏まえ保安規定を変更すべきことを命令すること。 

 

（１） 対象となる原子炉施設 

   高速増殖原型炉もんじゅ（以下「もんじゅ」という。） 

 

（２） 保安規定を変更すべき内容  

① 経営層は、もんじゅの運営に当たり、安全を最優先とすることを改めて認識

した上で活動方針を定め、組織内に周知し、当該方針に基づく活動を実施させ

ること 

② コンプライアンスを徹底し、安全文化醸成活動の取組を強化すること 

③ 経営層、発電所幹部の責任を明確にし、その履行状況の確認を強化すること 



④ 経営層から現場に至るまで意識の共有化を図ることができる組織を構築する

こと 

 
２ 不利益処分の原因となる事実 

  
平成２５年１月３１日に貴機構から結果報告書の提出を受け、同年２月１４日から

１５日までの立入検査、平成２４年度第４回保安検査等を通じて、もんじゅに関し、

組織的要因等根本原因分析結果及び再発防止対策について、虚偽の報告は認められな

いものの対応が不十分であることを確認した。また、当委員会の指摘を受けるまで、

貴機構が点検時期の超過を認識し改善に取り組むことができなかったことから、貴機

構の安全文化が劣化していることを確認した。 

上記の確認結果に基づき、当委員会は、もんじゅの保安活動を適切かつ確実なもの

とし、災害の防止を図るため、保安規定の変更の必要があると判断する。 

 
３ 弁明書の提出先 

原子力規制委員会原子力規制庁安全規制管理官（PWR・新型炉担当）付 
〒106-8450  
東京都港区六本木 1 丁目 9 番 9 号 
TEL：03-3581-3352（代表） 

 

以上 


